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１　神奈川県女性自立支援施設の運営基本方針

「神奈川県女性自立支援施設（以下、「女性自立支援施設」という。）」は、関係法令等を遵守するほか、利用者の基本的人権を尊重し、健全で安全な環境のもとで、個別計画に沿って自立へ向けた支援を行う。

２　神奈川県女性自立支援施設の組織体制について

（１）設置基準

　　女性自立支援施設の職務に専ら従事する職員数は、次の配置基準を満たすものとする。ただし、調理業務の全部を委託する場合は、調理員等を置かないことができる。　　　　　　　　　　

　　ア　常勤職員

施設長１名、支援員２名、主任指導員１名、指導員１名、看護師１名又は心理療法担当職員1名、栄養士又は調理員１名

　　イ　非常勤職員

　　　　嘱託医２名

　　ウ　その他

　　　　夜間においては、利用者への処遇を適切に行える宿直以上の職員体制をとる。

　

（２）人員加配置による国庫補助制度

　　　次に掲げる場合で、指定管理者からの申出があり、国庫補助の要件を満たし、県が必要と認めた場合には、国の基準に基づき指定管理料に算入する。

・　配置基準を超えて、常勤支援員を加配置した場合

　　　・　心理療法を担当する職員を配置し、心理的支援体制を確保した場合
　　　・　同伴児童対応支援雇上費加算
　　　・　個別対応職員加算

　　　　※　「女性相談支援センター一時保護所等における困難な問題を抱える女性及び同伴する家族に対する適切な心理学的な援助体制の確保について」（令和６年５月24日社援発0524第３号）
　　　・　同伴児童に対応する職員を配置し、同伴児童支援体制を確保した場合

　　　　※　「女性相談支援センター一時保護所等における困難な問題を抱える女性に同伴する児童の対応等を行う支援員の配置について」（令和６年５月24日社援発0524第３号）
　　　　※　「女性相談支援センター一時保護所入所者個別対応強化事業の実施について」(令和６年３月29日社援発0329第76号)
（３）　職員の資格

　　　　職員は、社会福祉事業に関する熱意及び能力を有する者とする。

　　　　また、施設長は、施設を運営する能力と熱意を有する者であって、次に掲げる要件を満たす者とする。

　　ア　30歳以上のものであって、社会福祉主事の資格を有するもの又は社会福祉事業若しくは更生保護事業に３年以上従事したものであること。

３　施設の運営・事業の実施に関する業務

（１）自立の支援、促進等

　　　利用者の自立支援については、女性支援法が対象とする幅広い困難を抱える利用者の意思が尊重され、状況等に応じた当事者目線に立った適切な支援として、次のことを行う。

　　ア　利用時に保護台帳を作成する。

　　イ　利用者の自立を促進するため、各利用者ごとに自立支援計画を作成し、計画に沿って支援を行う。

　　ウ　利用者の起床、就寝、食事、入浴その他の日常生活に関する事項についての規定を定め、規則に則って生活できるよう支援する。

　　エ　利用者の外出状況を適切に把握できるようにする。

　　オ　利用者の人権、プライバシーを尊重した支援を行う。　

カ　必要に応じて、利用者の金銭管理を行う。

キ　利用者の所持金・貴重品等は、本人の了解のもとに預かり、鍵のかかる金庫に保管し、預かり証を発行するとともに、台帳に記載し、複数人による点検体制をとるなど、適正な取扱い・保管を行う。

（２）給食、栄養指導、健康管理

ア　給食、栄養指導

　　（ア）　食品の種類及び調理方法について栄養並びに利用者の身体的状況を考慮する。

　　（イ）　調理は、あらかじめ作成された献立に従って行う。

　　（ウ）　嗜好及びアレルギーに関する調査を実施し、献立に反映させる。

　　（エ）　検食及び細菌検査のため、給食を保存する。

　　（オ）　利用者に対し栄養知識の伝達、食生活面の具体的な指導・援助を行う。

　　イ　健康管理

　　（ア）　利用者に年２回以上定期健康診断を行うとともに、日常的な健康管理を行う。

　　（イ）　利用者に１週間に３回以上の入浴を提供する。

（ウ）　医務室には、必ず、利用者を診療するために必要な医薬品、衛生材料及び医療器具を備える。

（エ）　利用者に対し、保健衛生・知識の伝達、健康管理上の指導・援助を行って健康の維持・増進を図る。

（３）心理的ケア業務

　　　カウンセリング等により利用者の心理的回復を支援するとともに、自立へのケースマネジメントを行う。

（４）就労支援業務

　　ア　利用者の個々の能力、適性等を考慮しながら、就労へ結びつけるための支援を行う。

　　イ　就労支援の一環として内作業が可能な環境を整え、必要な支援を行う。

ウ　内勤者、求職者、外勤者への就労支援等を行う。

（５）退所者に対する支援

　　退所者に対する支援については、対象者ごとに個人別支援計画書を作成し、地域で安定した自立生活を継続するため、必要に応じ次の支援を行う。

　　ア　日常生活に対応する支援（食生活、健康管理、金銭管理、整理整頓、諸手続き等）

　　イ　地域および職場での対人関係に関する支援

　　ウ　関係機関等の活用方法の支援

　　エ　家族、親戚との交流促進

　　オ　月１回対象者同士の親睦や啓発を目的とした定例会の実施

　　カ　年１回職員との交流会の実施

　　キ　ニューズレターの発行・送付（年４回）

　　ク　年賀状の送付

　　ケ　その他社会生活における相談・余暇活動等の支援

４　事故防止等安全管理について

（１）日常時の安全管理及び災害時や緊急時の対応

　　ア　女性自立支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例に基づく、非常災害計画、安全計画、業務継続計画（BPC）を整備し、県に提出する。
イ　施設内で事故や非常災害が発生した場合に備えて、指定管理者はあらかじめ事故及び非常災害発生対応マニュアルを定め研修を行うとともに、事故等発生時には直ちにその旨を県に報告する。

　　ウ　施設内で事故等が発生した場合には、利用者の避難を迅速に行う等、安全面の確保を確実に行う。

エ　利用者の救急保護のため、救急救命士等有資格者を配置し、または、救命に関する職員研修を行う。
オ　非常災害訓練

　　　　非常災害に備えるため、避難、救出その他必要な訓練を月１回以上行う。

　　カ　その他

・　防火管理者を選任し、担当業務を遂行させる。
・　自衛組織を結成し、防火・防災に努める。
５　施設の管理に関する業務
（１）保守管理業務
ア　建築物の保守管理
指定管理者として引き継ぎを受けた時点の状況を維持する。
イ　設備の保守管理
法定点検、日常点検、定期点検等を行い、指定管理者として引き継ぎを受けた時点の性能を維持する。

保守点検の回数については、別紙「女性自立支援施設保守点検、清掃項目一覧表」を参照のこと。保安点検の回数については、別紙「女性自立支援施設保守点検、清掃項目一覧表」を参照のこと。
ウ　備品の保守管理

（ア）　施設の運営に必要な備品の管理を行う。
（イ）　備品台帳にて管理を行う。

（ウ）　県が貸し付けている物品については、破損、不具合等が発生した時には速やかに報告を行う。

　　エ　消耗品

施設の運営に必要な消耗品は、適宜指定管理者が購入し、管理を行う。不具合の生じたものに関しては随時更新を行う。

　　
（２）環境維持管理業務

　　ア　清掃業務

施設の環境を維持し、快適な環境を保つため、清掃業務を適切に行う。

（ア）　業務内容
場所ごとに、日常清掃、定期清掃を実施し、常に清潔を保持する。

ａ　日常清掃及び定期清掃の範囲や回数
清掃を行う箇所、日常清掃及び定期清掃の回数については、別紙「女性自立支援施設保守点検、清掃項目一覧表」を参照のこと。
ｂ　その他
居室、利用者の共有スペースについては、生活支援の一環として原則として利用者が行うこととする。

また、その他の場所の清掃については、清掃時間、清掃頻度など、利用者の生活の妨げとならないように留意すること。

ごみ処分等については、廃棄物に関する関係法令等を遵守するとともに、資源回収等にも留意すること。
イ　保安警備業務
施設内の秩序を維持し、事故、犯罪及び火災等の災害の発生を警戒・防止し、財産の保全を図るとともに利用者の安全を守るために、警備員を配置し、保安警備業務を適切に行う。保安警備業務の内容は次のとおりとする。
（ア）　文書の受領に関すること

（イ）　各室の鍵の保管に関すること

（ウ）　防火防犯等庁内の取り締まり及び警戒に関すること

　　（エ）　門扉、庁舎の出入り口、駐車場等の施設の施錠及び開錠に関すること

　　（オ）　緊急を要する事項についての連絡と指示事項の措置に関すること

　　（カ）　電話の対応に関すること

　　（キ）　無断駐車の取り締まりに関すること

　　（ク）　その他指定管理者が指示したこと
ウ　施設保全業務
施設を安全かつ安心して利用できるよう、施設の保全に務める。また、建築物や設備等の不具合を発見した際には、速やかに県に報告し、協議の上、必要な修繕等を行う。
６　その他業務
（１）事業計画書及び収支予算書の作成
次年度の事業計画書を毎年６月末までに作成し、県に提出する。事業計画書の作成にあたっては、県と調整を図ること。記載する内容は次のとおりとする。
ア　事業計画

イ　収支予算
（２）事業報告書の作成
前年度の事業報告書を毎会計年度終了後45日以内に作成し、県に提出する。記載する内容は次のとおりとする。
ア　事業報告
イ　決算報告
（３）関係機関との連携・連絡調整
ア　関係機関、市町村等と連携し、利用者の支援を行う。

イ　県との連絡調整会議を開催する。（２か月に１回程度）
ウ　その他関係機関と連絡調整する。（随時）

（４）利用状況の統計、報告

　　　県や国が求める利用者の状況について統計を行い、県に報告する。

　　ア　指導状況報告　月１回　翌月10日以内

　　イ　その他報告　　必要に応じて

　　　　　　

（５）日報の作成

　　　指定管理者は日報を作成する。書式や記載項目については、協定で具体的に定める。

（６）利用者ニーズの把握、利用者満足度調査や評価の実施、苦情対応等

ア　利用者満足度調査及び自己評価・第三者による評価の実施
業務の質とサービスの向上を図ることを目的に、利用者から施設運営に関する意見を聴取し、定期的な自己評価を実施する。また、第三者による評価を実施する仕組みをつくるよう努力する。これらにより得られた評価は事業報告書に記載し、次年度の業務実施において反映する。

イ　苦情への対応

　　（ア）　窓口の設置

　　　　　利用者からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口等を設置する。

　　（イ）　指導等に基づく改善

　　　　　行った支援について、関係機関から指導又は助言を受けた場合には、指導内容等に従い、必要な改善を行う。

（７）一時保護委託業務

　　　指定管理者は、女性相談支援センターと一時保護委託について契約を締結した場合、指定管理業務として女性支援法に基づく困難な問題を抱える女性等、人身取引対策行動計画に基づく被害者等、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律に基づく被害者等の一時保護を行う。

（８）指定期間終了にあたっての引継業務
指定管理者は指定期間終了時に、次期指定管理者が円滑かつ支障なく女性自立支援施設の業務を遂行できるよう、引き継ぎを行う。
（９）その他日常業務の調整

　　　その他日常業務の実施にあたって必要な調整を県・関係機関等と行う。

７　留意事項
（１）管理経費に関する留意事項
ア　各年度の管理経費のうち利用者の増減に係る部分（参考資料3 国庫補助金対象のうち事業費及び一時保護委託費）については精算し、剰余金については返還を求め、不足額については補填する。
イ　指定管理業務のうち、国庫補助申請が必要なものについては、データや資料提供を求める場合がある。また、国庫補助に関わるものは、国の定める基準額があり、年度により変更される可能性がある。
（２）事故発生時の対応並びに損害賠償の責務
ア　指定管理者の責に帰すべき事由により、県又は第三者に損害を与えた場合には、指定管理者がその損害を賠償する。
イ　施設内での事故に関する賠償保険については、指定管理者が加入する。
（３）公租公課
指定管理者は、会社等の法人にかかる市・県民税、事業を行う者にかかる事業所税、新たに設置した償却資産にかかる固定資産税等の納税義務者となる可能性がある。（詳しくは、市町村の課税課、国税については税務署、県税については県税事務所に問い合わせること。）
（４）その他
ア　保健所等への届け出を必要とする事項
保健所等への届け出を必要とする場合には、指定管理者が手続きを行うものとする。
イ　名札の着用
女性自立支援施設の運営に従事する職員は、利用者等に施設職員と分かるように、名札を着用する。
ウ　県民への周知
指定管理者は、指定管理者の名称、県の所管課名と連絡先を施設内に表示し、またはパンフレット等に明記するなど、指定管理者が管理運営している県の施設である旨、明示する。
（別紙）
女性自立支援施設保守点検、清掃項目一覧表
	保守点検、清掃項目
	実施基準
	

	施設内消毒（寮全体）

害虫駆除

布団消毒

廃棄物処理（業務ごみ）

①居室、利用者の共用スペース（集会談話室）、利用者の浴室を除く、建物内の清掃

②利用者の浴室

③建物外の清掃、環境整備


	年１回

年２回

年１回

週３回

日常清掃　１／日　

定期清掃　四半期に１回

日常清掃　使用後

定期清掃　四半期に１回

日常清掃　随時

定期清掃　月１回
	


※　①～③については、利用者の自立支援の一環として利用者が行う方法も想定される。

（参考資料２）
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